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第１編 総則 

（目 的） 

第１条 この規定は、当院が保有している患者、その他関係者の個人情報の適切な保護の

ための当院個人情報保護方針に基づく基本規定であり、当院従業者はこの規定に

従って個人情報を保護していかなければならない。 

（本規定の対象） 

第 2 条 この規定は、当院において、その全部又は一部がコンピュータ等の自動的手段に

より処理されている個人情報及び手作業により処理されている個人情報であっ

て、組織的に保有するファイリングシステムの全部又は一部をなすものを対象と

する。 

（定 義） 

第 3 条 この規定おいて、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1)個人情報 

生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合

することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるもの

を含む。）をいう。 

(2)個人識別符号 

   生存する個人の身体・病歴等の特徴をコンピュータの用に供するために変換した 

文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができ 

るものをいう。 

(3)要配慮情報 

個人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪歴その他本人に対する不当な差別、 

偏見、その他の不利益が生じないようにその取扱に特に配慮を要するものとして 

法（法が委任する令および規則を含む）で定める記述等が含まれるものをいう。 

(4)仮名加工情報 

他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように個人情報 

を加工して得られた情報をいう。 

(5)情報主体 

一定の情報によって識別される、又は識別され得る個人をいう。 

(6)当院従業者 

医師・看護師・療法士・介護士等の医療従事者、事務職員、その他職員、実習生、

ボランティア、パートタイマー、派遣労働者、顧問、委託契約に基づき当院施設

内で当院の業務を行う者をいう。 

(7)個人情報管理責任者 

個人情報保護のための業務について統括的責任と権限を有する者をいい、個人情

報管理責任者には事務長が就任する。 



(8)個人情報管理者 

個人情報管理責任者によって選任され、個人情報管理責任者に代わり個人情報保

護のための業務を遂行する者をいう。原則として各部門の責任者が個人情報管理

者に就任する。 

(9)個人情報処理担当者 

個人情報のコンピュータへの入力・出力、修正・削除、台帳・申込書等の個人情

報を記載した帳票・帳表を保管・管理等をする担当者をいう。 

(10)利用者 

診療等の当院の業務遂行のために雇用契約・委任契約・請負契約に基づき個人情

報を取り扱いあるいは利用する者をいう。 

（収集の原則） 

第 4 条 個人情報の収集は、収集目的を明確に定め、その目的の達成に必要な限度におい

て行わなければならない。 

（収集方法の制限） 

第 5条 個人情報の収集は、適法、かつ公正な手段によって行わなければならない。 

（要配慮情報の収集の禁止） 

第 6条 次に示す内容を含む要配慮情報の収集、利用又は提供を行ってはならない。 

(1)思想、信条及び宗教に関する事項 

(2)人種、民族、門地、その他社会的差別の原因となる事項 

(3)勤労者の団結権、団体交渉及びその他団体行動の行為に関する事項 

(4)集団示威行為への参加、請願権の行使及びその他の政治的権利の行使に関する事項 

（情報主体から対面で個人情報を直接収集する場合の措置） 

第 7 条 情報主体から対面で直接に個人情報を収集する場合、情報主体から個人情報を入

手する者は、情報主体に対して、利用目的その他法令で定める事項を通知しなけ

ればならない。 

（その他の方法により個人情報を収集する場合の措置） 

第 8 条 個人情報管理責任者は、第７条に定めた方法での通知ができなかったときのため

に、当院個人情報保護方針及び第７条に掲げる事項を当院インターネットホーム

ページおよび院内の見やすい場所に掲示し、かつ最新の状態を維持しなければな

らない。 

（間接的に個人情報を収集する場合の措置） 

第 9 条 情報主体以外から間接的に個人情報を収集する場合、個人情報管理責任者は、以

下の措置を講じ、監督しなければならない。 

(1)当院インターネットホームページに第 7条に掲げる事項を掲示すること。 

(2)個人情報を入手する者が、適法かつ公正な手段によって当該個人情報を収集するよう

に監督すること。 

(3)第三者から入手する当該個人情報が適法かつ公正な手段により収集されたものであ

ることを確認すること。 

（仮名加工情報の作成等） 

第 10条 仮名加工情報を作成するときは、他の情報と照合しない限り特定の個人を識別す 

ることができないように個人情報を加工しなければならない。 



 ２ 仮名加工情報を作成したとき、または仮名加工情報および当該仮名加工情報にか 

かる削除情報等を取得したときは、その漏洩を防止するために安全管理のための

措置を講じるものとする。 

（利用範囲の制限） 

第 11条 個人情報の利用は、原則として収集目的の範囲内で、具体的な業務に応じ権限を

与えられた者のみが、業務の遂行上必要な限りにおいて行うものとする。 

（目的内の利用の場合の措置） 

第 12条 収集目的の範囲内で行う当院の個人情報の利用は、次の(1)から(5)までに掲げる

いずれかの場合についてのみこれを行うことができる。 

(1)情報主体が同意を与えた場合もしくは同等の措置を講じた場合 

(2)情報主体が当事者である診療契約等の準備又は履行、医療費請求のために必要な場合 

(3)当院が従うべき法的義務の履行のために必要な場合 

(4)情報主体の生命、健康、財産等の重大な利益を保護するために必要な場合 

(5)監督行政機関、警察、裁判所等の公的機関からの法令に基づく権限の行使による開示

請求等があった場合 

（目的外の利用の場合の措置） 

第 13条 収集目的の範囲を超えて個人情報の利用を行う場合または前条(1)号から(5)号ま

でに掲げるいずれの場合にも当たらない個人情報の利用を行う場合においては、

個人情報管理責任者は第７条に掲げる事項、その他必要な事項を個人情報の主体

へ通知し、あらかじめ情報主体の同意を得るか、又はその旨を事前に当院インタ

ーネットホームページおよび院内の見やすい場所に掲示して情報主体に拒絶の

機会を与えなければならない。 

（個人情報の入出力、保管等） 

第 14条 個人情報のコンピュータへの入力・出力、台帳・申込書等の個人情報を記載した

帳票・帳表の保管・管理等は、個人情報処理担当者が行わなければならない。た

だし、個人情報処理担当者は、個人情報管理者の承諾を得て信頼できる履行補助

者にこれを代行させることができる。 

（個人情報の正確性の確保） 

第 15条 個人情報管理者は、個人情報を利用目的に応じ必要な範囲内において、正確かつ

最新の状態で管理しなければならない。 

（個人情報の安全性の確保） 

第 16条 個人情報管理責任者は、当院の個人情報を格納したコンピュータへの不当なアク

セス又は個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい等の危険に対して、セキュリテ

ィ管理計画の立案・実施等の必要な措置を講じなければならない。 

（自己情報に関する開示請求） 

第 17条 当院が保有している個人情報について、情報主体から自己の情報について開示を

求められた場合、個人情報管理責任者は、遅滞なく当該情報主体の個人情報（当

該個人情報が存在しない場合はその旨）を、当該情報主体に開示するための措置

を講じなければならない。 



（自己情報に関する訂正等請求） 

第 18条 情報主体から、自己の情報について事実でないことを理由に訂正、追加または削 

除の請求がなされた場合、個人情報管理責任者は、遅滞なく必要な調査を行い、 

その結果に基づき内容の訂正等を行い、遅滞なく情報主体に対して通知をしなけ 

ればならない。 

（自己情報の利用停止等） 

第 19条 情報主体から、自己の情報について、利用目的に違反して取得されているという

理由、不適正な利用の禁止および適正な方法による取得に違反して取り扱われた

ものであるという理由によって、自己情報についての利用停止、消去の請求がな

された場合、個人情報管理責任者は、その請求に理由があることが判明したとき

は、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく保有個人情報の利用停止等を

行うものとする。または第三者への提供を拒まれた場合、これに応じなければな

らない。ただし、利用停止等を行うことに多額の費用を要する場合、その他利用

停止等を行うことが困難な場合であって、当該個人の権利利益を保護するため必

要な代替措置をとるときはこの限りでない。 

２ 情報主体から、自己の情報について、法令に定める除外事由がないにもかかわ

らず、本人の同意を得ないで第三者に提供されていると言う理由によって、自己

情報についての第三者への提供の停止を求める請求がなされた場合、個人情報管

理責任者は、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく保有個人情

報の第三者への提供を停止するものとする。ただし、当該個人情報の第三者への

提供の停止に多額の費用を要する場合、その他第三者への提供を停止することが

困難な場合であって、当該個人の権利利益を保護するため必要な代替措置をとる

ときはこの限りでない。また、診療、監督行政機関・警察・裁判所等の公的機関

からの法令に基づく権限の行使による開示請求等または法令に定められている

義務の履行、医療費請求のために必要な場合については、この限りでない。 

３ 個人情報管理責任者は、前２項の措置を行ったときはその旨を、措置をとらな 

かったときはその理由を、遅滞なく情報主体に対して通知をしなければならない。 

（個人情報保護苦情・相談窓口の設置） 

第 20条 個人情報管理責任者は、個人情報の取り扱いの苦情・相談を受け付けて対応する

窓口を常設し、この連絡先を情報主体に告知しなければならない。 

（個人情報の廃棄） 

第 21条 個人情報を廃棄する場合は、シュレッダーにかけて読み取り不能にした上で廃棄

する。 

２ 個人情報を大量に廃棄するときは、信頼できる廃棄物処理業者に依頼して溶解処

理もしくは焼却処理を行い廃棄の状況を撮影したビデオテープおよび廃棄証明

書を受領するか、もしくは廃棄処理に立ち会わなければならない。 

３ 個人情報を記録したコンピュータ、記憶媒体を廃棄するときは、特別のソフトウ

ェアを使用して個人情報を完全に消去するか記憶媒体を物理的に破壊してから

廃棄する。 

４ 個人情報を記録したコンピュータを他に転用するときは、特別のソフトウェアを

使用して個人情報を完全に消去してから転用する。 

５ 個人情報の廃棄作業は個人情報処理担当者が行う。 



（個人情報の漏洩時の対応） 

第 22条 個人情報の漏洩等の問題が発生した場合には、個人情報保護委員会に報告すると

ともに、医療安全管理委員会及び病院責任者に報告を行い、二次被害の防止、類

似事案の発生回避等の観点から、個人情報の保護に配慮しつつ、可能な限り事実

関係を公表するとともに、船橋市保健所を通じて千葉県健康福祉部医療整備課等

に速やかに報告する。 

   ２ 前項に規定する場合には、当該個人に対して通知をするものとする。ただし、本 

への通知が困難な場合であって、当該個人の権利利益を保護するため必要な代 

替措置をとるときはこの限りでない。 

（第三者提供の制限） 

第 23条 法令等の定める場合を除き、本人の承諾を得ないで個人情報を第三者に提供して

はならない。 

第２編 個人情報の利用等の手続き等 

（新しい目的での収集手続き） 

第 24条 新しい診療・研究等のため新しい目的で個人情報を収集するときは、利用者は個

人情報管理者に届け出なければならない。 

２ 前項の届け出を受けた個人情報管理者は、直ちに個人情報管理責任者と協議して、

個人情報管理責任者の承諾を得なければならない。 

３ 新しい目的での個人情報の収集は、個人情報管理責任者の承諾を得て、個人情報

管理責任者が必要な措置を講じた後でなければならない。 

（間接的に収集する場合の収集手続き） 

第 25条 新しい方法又は間接的に個人情報を収集するときは、利用者は個人情報管理者に

届け出なければならない。 

２ 前項の届け出を受けた個人情報管理者は、直ちに個人情報管理責任者と協議して、

個人情報管理責任者の承諾を得なければならない。 

３ 新しい方法又は間接的な個人情報の収集は、個人情報管理責任者の承諾を得て、

個人情報管理責任者が必要な措置を講じた後でなければならない。 

（個人情報の利用手続き） 

第 26条 診療等の通常の使用目的で個人情報を利用するときは、担当事務職員等の権限者

が定められた保管場所から取り出し、担当医師等の権限者に手渡しする。診療等

が終了したときは担当事務職員等の権限者が所定の場所に保管する。 

２ 診療・請求等の通常の利用目的を超えて利用者が個人情報を利用する場合、以下

の事項を個人情報管理者に届け出てその承諾を得なければならない。 

(1)利用する個人情報の範囲 

(2)利用目的 

(3)利用時期 

３ 利用者は、個人情報管理者の承諾を得ないで、個人情報の目的外利用、第三者

への提供・預託、通常の利用場所からの持ち出し、外部への送信等の行為をし

てはならない。 

（個人情報の委託処理等に関する手続き） 

第 27条 情報処理や作業を第三者に委託するために、個人情報を第三者に預託する場合（派

遣労働者の受け入れを含む）においては、利用者は事前に個人情報管理者に届け

出なければならない。 



２ 個人情報管理者は、個人情報管理責任者の承諾を得てから委託しなければならな

い。 

３ 個人情報を第三者に預託する場合、個人情報管理者は以下の措置を講じなけれ 

ばならない。 

(1)新規の個人情報の預託先（派遣労働者の受け入れを含む）については、預託

先責任者との面接、預託先の処理施設の現場視察等により個人情報保護およ

びセキュリティ管理の水準が適正であること、個人情報保護およびセキュリ

ティ管理の教育の水準が適正であることを確認すること。 

(2)次の事項について契約すること。 

           ①守秘義務の存在、取り扱うことのできる者の範囲に関する事項 

②預託先における個人情報の秘密保持方法、管理方法ついての事項 

 ③契約終了時の個人情報の返却および複製物の消去に関する事項 

           ④個人情報が漏えい、その他事故の場合の措置、責任分担についての事項 

⑤再委託に関する事項 

４ 委託中、利用者は、必要に応じ預託先が当院との契約を遵守しているかどうかを

確認し、万一、契約に抵触する事項を発見したときは、その旨を個人情報管理者

に通知しなければならない。 

５ 前項の通知を受けた個人情報管理者は、直ちに個人情報管理責任者と協議して個

人情報の預託先に対して必要な措置を講じなければならない。 

 

（個人情報の第三者への提供・公表手続き） 

第 28条 個人情報の第三者への提供を禁止する。ただし、業務上あるいは公共上、利用者

が第三者への提供（公表・開示等を含む）の必要性を認めた場合、個人情報管理

者に届け出るものとする。 

２ 前項の通知を受けた個人情報管理者は、直ちに個人情報管理責任者と協議して、

個人情報管理責任者の承諾を得なければならない。 

３ 第三者への提供は、個人情報管理責任者の承諾を得て、個人情報管理責任者が必

要な措置を講じた後でなければならない。 

 

（個人情報の共同利用） 

第 29条 個人情報を第三者との間で共同利用する場合、利用者は個人情報管理者に届け出

なければならない。 

２ 前項の通知を受けた個人情報管理者は、直ちに個人情報管理責任者と協議して、

個人情報管理責任者の承諾を得なければならない。 

３ 個人情報の共同利用は、個人情報管理責任者の承諾を得て、個人情報管理責任者

が必要な措置を講じた後でなければならない。 

 

第３編 監査 

（個人情報保護監査責任者） 

第 30条 個人情報保護監査責任者は、個人情報管理責任者から独立した公平かつ客観的な

立場にあり、監査の実施及び報告を行う権限を有し、病院長が選任する。ただし、

社外の第三者に監査業務を委託することを妨げない。 

２ 個人情報保護監査責任者は、年１回、個人情報保護計画に従い、監査を実施し、

監査結果を病院長に報告しなければならない。 

 

（監査計画） 

第 31条 個人情報保護監査責任者は、年１回個人情報保護のための監査計画を立案し、病

院長の承認を得なければならない。 



２ 監査計画には次の事項を入れなければならない。 

(1)監査体制 

(2)日程 

(3)監査方法 
(4)監査報告様式 

 

（監査の実施） 

第 32条 個人情報保護監査責任者は、本規定及び個人情報保護計画が、日本工業規格「個

人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムの要求事項」（JIS Q 15001）

の要求事項と合致していること及びその運用状況を監査しなければならない。 

２ 個人情報保護監査責任者は、監査を指揮し、監査報告書を作成し病院長に報告し

なければならない。  

３ 個人情報管理責任者は、監査報告書を管理し、保管しなければならない。 

 

以 上 


